
西之表市財政事情

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 ～ 令 和 元 年 ９ 月 ３ ０ 日



【単位 ： 千円，％】

歳 入 歳 出 差 引 予 算 額 ※ 執行額※ 執行率

11,012,414 10,698,348 314,066 11,034 303,032 10,534,584 4,205,061 39.9

国 民 健 康 保 険 2,307,662 2,172,461 135,201 0 135,201 2,314,316 864,316 37.3

交通災害共済事業 2,591 1,958 633 0 633 2,210 210 9.5

地 方 卸 売 市 場 529 437 92 0 92 456 88 19.3

介 護 保 険 2,221,365 2,161,580 59,785 0 59,785 2,192,632 879,940 40.1

後期高齢者医療保険 223,533 222,585 948 0 948 223,055 66,369 29.8

計 4,755,680 4,559,021 196,659 0 196,659 4,732,669 1,810,923 38.3

15,768,094 15,257,369 510,725 11,034 499,691 15,267,253 6,015,984 39.4

【単位 ： 千円，％】 

予 算 額 ※ 執 行 額 ※ 執 行 率

207,918 106,997 51.5

総 務 費 0 0

民 生 費 0 0
衛 生 費 0 0
農 林 水 産 業 費 11,593 0 0.0
商 工 費 0 0
土 木 費 176,094 89,501 50.8
消 防 費 0 0

教 育 費 20,231 17,496 86.5

災 害 復 旧 費 0 0

令和元年度繰越明許費執行額は令和元年9月30日現在

実質収支

区 分

平成３０年度決算額 令和元年度予算額

一 般 会 計

ま　　え　　が　　き

    また、平成30年度の特別会計決算額は、歳入4,755,680千円、歳出4,559,021千円で、
実質収支額は、196,659千円の黒字となりました。

   平成30年度の一般会計決算額は、歳入11,012,414千円、歳出10,698,348千円で、この
うち翌年度へ繰り越すべき財源11,034千円を差し引いた実質収支額は、303,032千円の
黒字となりました。

   一方、令和元年度の一般会計予算額（令和元年9月30日現在）は、1回の補正を含めて
10,534,584千円、特別会計予算額は、1回の補正を含めて4,732,669千円であり、執行率
は一般会計39.9％、特別会計38.3％となっています。

一 般 会 計

翌年度へ
繰越すべ
き財源

区　　　　　分

平成３０年度決算及び令和元年度予算の執行状況

特

別

会

計

令和元年度繰越明許費執行状況

※令和元年度予算額執行額は令和元年9月30日現在

合 計

目
的
別

   
繰越明許費とは・・・ 
 繰越明許費… 
何らかの事由に基づき、年度内に支出が終
わらない見込みのあるものについて翌年度
に繰り越して使用することができる経費 
   
   



❏令和元年度一般会計予算の状況　（６月1号補正後）

地方交付税 

4,117,409 

39.1% 

国庫支出金 

1,563,322 

14.8% 

市税 

1,428,447 

13.6% 

県支出金 

963,000 

9.2% 

市債 

842,507 

8.0% 

繰入金 

630,259 

6.0% 

その他 

989,640 

9.3% 

民生費 

3,389,744 

32.2% 

総務費 

1,742,411 

16.5% 
公債費 

1,219,710 

11.6% 

衛生費 

949,984 

9.0% 

農林水産業

費 

841,899 

8.0% 

教育費 

820,771 

7.8% 

その他 

1,570,065 

14.9% 

 歳入（内側） 

   歳出（外側） 

 （6月補正予算後） 

10,534,584千円 

歳入その他の内訳 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比

地 方 消 費 税 交 付 金 289,732 2.8
諸 収 入 185,469 1.8

使 用 料 及 び 手 数 料 171,519 1.6
寄 附 金 105,658 1.0

地 方 譲 与 税 95,011 0.9
分 担 金 及 び 負 担 金 52,840 0.5

財 産 収 入 30,714 0.3

繰 越 金 30,000 0.3
自 動 車 取 得 税 交 付 金 14,964 0.1
地 方 特 例 交 付 金 3,880 0.0
配 当 割 交 付 金 3,009 0.0

株式等譲渡所得割交付金 2,964 0.0
利 子 割 交 付 金 2,486 0.0

交通安全対策特別交付金 1,394 0.0

そ の 他 計 989,640 9.3

歳出その他の内訳 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比
土 木 費 709,632 6.7
消 防 費 488,894 4.7
商 工 費 217,360 2.1
議 会 費 128,454 1.2

災 害 復 旧 費 4,007 0.0
予 備 費 14,428 0.1
労 働 費 7,290 0.1

諸 支 出 金 0 0.0

そ の 他 計 1,570,065 14.9

内訳 【単位：千円】

区　　分 総　　額

普 通 交 付 税 3,625,805
特 別 交 付 税 491,604

合 計 4,117,409

内訳 【単位：千円】

区　　分 総　　額

市 民 税 584,565
固 定 資 産 税 606,921
市 た ば こ 税 140,252

軽 自 動 車 税 73,773

都 市 計 画 税 22,936

合 計 1,428,447

財源比率
財 源 比 率 総 額 比 率
自 主 財 源 2,677,077 25.4

依 存 財 源 7,857,507 74.6

合 計 10,534,584 100.0

【単位：千円，％】



❏平成30年度一般会計決算の状況

■歳入分析　決算額（11,012,414千円）

■歳出（目的別）分析　決算額（10,698,348千円）

地方交付

税 
4,215,346 

38.3% 

市債 
1,524,052 

13.8% 

市税 
1,420,391 

12.9% 

国庫支出

金 
1,375,224 

12.5% 

県支出金 
894,724 

8.1% 

繰入金 
384,578 

3.5% 
その他 

1,198,099 
10.9% 

民生費 
3,303,465 

30.9% 

総務費 
1,751,136 

16.4% 
公債費 

1,149,244 
10.7% 

衛生費 
857,843 

8.0% 

教育費 
741,684 

6.9% 

農林水産

業費 
733,022 

6.9% 

その他 
2,161,954 

20.2% 

歳出 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比
民 生 費 3,303,465 30.9

総 務 費 1,751,136 16.4
公 債 費 1,149,244 10.7
衛 生 費 857,843 8.0
教 育 費 741,684 6.9

農 林 水 産 業 費 733,022 6.9
そ の 他 2,161,954 20.2

合 計 10,698,348 100.0

歳出その他の内訳（目的別）
区　　分 総　　額 構成比

消 防 費 1,203,102 11.2
土 木 費 529,531 5.0
商 工 費 233,760 2.1
議 会 費 124,941 1.2

災 害 復 旧 費 63,340 0.6
労 働 費 7,280 0.1

諸 支 出 金 0 0.0
そ の 他 計 2,161,954 20.2

歳入 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比
地 方 交 付 税 4,215,346 38.3

市 債 1,524,052 13.8
市 税 1,420,391 12.9

国 庫 支 出 金 1,375,224 12.5
県 支 出 金 894,724 8.1

繰 入 金 384,578 3.5
そ の 他 1,198,099 10.9

合 計 11,012,414 100.0

歳入その他の内訳
区　　分 総　　額 構成比

地 方 消 費 税 交 付 金 286,195 2.6
繰 越 金 272,915 2.5
諸 収 入 200,881 1.8

使 用 料 及 び 手 数 料 177,830 1.6
地 方 譲 与 税 87,202 0.8

寄 附 金 61,902 0.6
分 担 金 及 び 負 担 金 51,837 0.5

財 産 収 入 31,043 0.3
自 動 車 取 得 税 交 付 金 15,360 0.2
地 方 特 例 交 付 金 3,440 0.0

株式等譲渡所得割交付金 3,113 0.0
配 当 割 交 付 金 2,655 0.0
利 子 割 交 付 金 2,395 0.0

交通安全対策特別交付金 1,331 0.0
そ の 他 計 1,198,099 10.9

地方交付税の内訳（上記） 【単位：千円】

区　　　分 総　　額
普 通 交 付 税 3,745,301
特 別 交 付 税 546,645

合 計 4,291,946

市税の内訳（上記） 【単位：千円】

区　　　分 総　　額
市 民 税 588,657

固 定 資 産 税 607,450
市 た ば こ 税 128,512
軽 自 動 車 税 72,466
都 市 計 画 税 23,306

合 計 1,420,391



【　普　通　会　計　】

❏平成30年度決算と令和元年度予算の性質別経費の状況

※平成30年度決算額については地方財政状況調査の数値を使用 

人件費 

1,444,579 

13.5% 

公債費 

1,149,244 

10.8% 

扶助費 

2,100,306 

19.7% 
繰出金 

915,239 

8.6% 

物件費 

1,155,969 

10.8% 

その他 

3,922,149 

36.6% 

人件費 

1,610,587 

15.3% 

公債費 

1,219,710 

11.6% 

扶助費 

2,223,723 

21.1% 

繰出金 

956,734 

9.1% 

物件費 

1,379,668 

13.1% 

その他 

3,144,162 

29.8% 

内  側 
平成30年度決算 

10,687,486千円   
外  側 

令和1年度予算 
10,534,584千円 

 

平成30年度決算と令和元年度予算の性質別経費の状況

区   分 平成30年度決算 構成比 令和1年度予算 構成比 比較
人 件 費 1,444,579 13.5 1,610,587 15.3 11.5
公 債 費 1,149,244 10.8 1,219,710 11.6 6.1
扶 助 費 2,100,306 19.7 2,223,723 21.1 5.9
繰 出 金 915,239 8.6 956,734 9.1 4.5
物 件 費 1,155,969 10.8 1,379,668 13.1 19.4

そ の 他 3,922,149 36.6 3,144,162 29.8 -19.8

合　　　計 10,687,486 100.0 10,534,584 100.0 -1.4

平成30年度決算と令和元年度予算の性質別経費のその他状況

区   分 平成30年度決算 構成比 令和1年度予算 構成比 比較
普 通 建 設 事 業 費 1,750,639 16.4 1,046,271 9.9 2.7

補 助 費 等 1,581,993 14.8 1,683,964 16.0 6.4
貸 付 金 88,609 0.8 96,570 0.9 9.0

維 持 補 修 費 78,419 0.7 129,189 1.2 64.7
積 立 金 313,674 2.9 132,815 1.3 -57.7

投 資 及 び 出 資 金 45,475 0.4 36,918 0.4 -18.8
災 害 復 旧 事 業 費 63,340 0.6 4,007 0.0 -93.7

予 備 費 0 0.0 14,428 0.1 100.0

そ の 他 計 3,922,149 36.6 3,144,162 29.8 -19.8

【単位：千円,％】

【単位：千円,％】



❏平成２６年度市税の内訳平成30年度市税の内訳

❏平成３０年度決算に伴う市民１人当りの公債費負担額
15,071 人（平成３１年３月末日現在） 【単位 ： 円】  

❏市民1人当りの歳出額及び税負担額の年度別比較

住民基本台帳人口

0

200,000

400,000

600,000

800,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

86,839 90,403 93,558 94,247 

779,846 
674,333 650,004 

709,863 

税負担額 歳出額 

市民税 

588,657 

41.4% 

固定資産

税 

607,450 

42.8% 

市たばこ

税 

128,512 

9.0% 

軽自動車

税 

72,466 

5.1% 

都市計画

税 

23,306 

1.6% 市民税 

固定資産税 

市たばこ税 

軽自動車税 

都市計画税 

71,950 

71,109 71,291 

76,255 

68,000

69,000

70,000

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000

76,000

77,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

【単位：千円，％】

区 分 決 算 額 構 成 比

市 民 税 588,657 41.4
固 定 資 産 税 607,450 42.8
市 た ば こ 税 128,512 9.1
軽 自 動 車 税 72,466 5.1
都 市 計 画 税 23,306 1.6

合 計 1,420,391 100.0

【単位 ： 円】

年 度 歳 出 額 税 負 担額

平 成 27 年 度 779,846 86,839
平 成 28 年 度 674,333 90,403
平 成 29 年 度 650,004 93,558
平 成 30 年 度 709,863 94,247



一時借入金残高（令和元年9月30日現在）

市有財産等の残高（平成31年3月31現在）

建 物

平成30年度地方債現在高（令和元年5月31日現在）

土 地 面積 7,858,666.50 ㎡

行 政 財 産 面積 2,701,879.94 ㎡

普 通 財 産 面積 5,156,786.56 ㎡

建 物 面積 129,372.26 ㎡

行 政 財 産 面積 121,284.33 ㎡

普 通 財 産 面積 8,087.93 ㎡

45,834 千円

723,048 千円

車 両 57 台

そ の 他 348 個

345,765 千円

3,069,558 千円

物　品

債　権

基　金

有価証券（株券）

出　資　金

【単位：千円】  

地 方 債 現 在 高 10,582,962

【単位：千円】  

借 入 累 計 金 額 0

0

3,000,000

借 入 残 高

借 入 限 度 額



❏財政主要指数の年度別比較

●　将来負担比率　【単位：％】（健全化判断比率）

年 度
27年度
28年度
29年度
30年度

●　地方債残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度
27年度
28年度
29年度
30年度

●　基金残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度
27年度
28年度
29年度
30年度

●　公債費　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度
27年度
28年度
29年度
30年度

15541

●　経常収支比率　【単位：％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 県 下 19 市 平 均 比 較

27年度 91.8 89.2
28年度 94.7 91.0
29年度 91.1 91.4
30年度 93.5 92.3

●　実質公債費比率　【単位：％】（健全化判断比率）

年 度 西 之 表 市 県 下 19 市 平 均 比 較
27年度 8.7 8.7
28年度 8.8 8.3
29年度 9.2 8.1
30年度 9.4 8.0

●　将来負担比率　【単位：％】（健全化判断比率）

年 度 西 之 表 市 県 下 19 市 平 均 比 較
27年度 64.8 23.2
28年度 58.0 20.8
29年度 45.6 17.4
30年度 45.9 12.0

●　地方債残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 一 人 当 た り 県 下 19 市 平 均 一人当た り 平均 比 較

27年度 10,791,693 684 39,878,791 510
28年度 10,480,256 674 39,501,683 509
29年度 10,133,075 646 39,180,981 508

30年度 10,582,962 686 39,050,134 509

●　基金残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 一 人 当 た り 県 下 19 市 平 均 一人当た り 平均 比 較

27年度 2,586,480 164 11,785,838 151
28年度 2,801,780 180 12,212,902 157
29年度 3,104,095 198 12,420,197 161
30年度 3,048,558 198 12,420,197 161

●　公債費　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 一 人 当 た り 県 下 19 市 平 均 一人当た り 平均 比 較

27年度 1,135,521 72 4,287,597 55
28年度 1,105,099 71 4,130,103 53
29年度 1,092,270 71 4,079,136 53
30年度 1,149,244 74 4,079,136 53

　将来返済が必要な自治体の借金の総額が、収入の何倍に相当するかを示した割合。比率が低いほど
よい。近年行った大型普通建設事業による地方債残高の増により停滞している。

　地方債は、資金の借入れ（借金）によって負う債務で、その返済が一会計年度を超えるもの。一人
当たりの比較で低いほどよい。近年の大型普通建設事業に因る地方債が多くなっている。

　基金は、財政調整基金や減債基金、特目基金など一般家庭でいう貯金にあたる。一人当たりの比較
で高いほどよい。今後もより一層の計画的な積み立てが求められる。

　借入れに係る毎年の返済金。一人当たりの比較で低いほどよい。

　市税や地方交付税など使い道が自由な一般財源に対する、必ず支出しなければならない経費の割
合。比率が低いほどよい。平成30年度は普通交付税等収入減により、比率の悪化が見られる。

　自治体の実質的な借金が財政規模に占める割合。比率が低いほどよい。近年行った大型普通建設事
業に因る元金償還等が開始され、数値が上昇傾向にある。

※上記の県下19市平均及び一人当たり平均は、決算統計及び健全化判断比率の公表（速報値）によ
る財政係で独自に分析した数値です。 


